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１．日本LPガス協会の概要 3

③ 会員企業（10社）② LPガス関係主要団体の概要

日本LPガス協会

◎LPガス輸入・生産（元売）事業者

全国LPガス協会

◎LPガス卸売、小売、LPガススタンド事業者

日本エルピーガスプラント協会

日本エルピーガス供給機器工業会

※赤文字は常任理事会社

◎高圧ガス設備の機器製造及び検査事業者

◎ LPガス供給機器の製造事業者

◎ガス及び石油消費機器の製造事業者

□アストモスエネルギー株式会社
□ENEOSグローブ株式会社
□ジクシス株式会社
□株式会社ジャパンガスエナジー
□岩谷産業株式会社
□伊藤忠商事株式会社
□キグナス液化ガス株式会社
□全国農業協同組合連合会
□太陽石油株式会社
□東京ガス株式会社

日本ガス体エネルギー普及促進協議会（コラボ）

日本ガス石油機器工業会
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日本LPガス団体協議会

① 組織概要



LPガスとは 4

LPガスは我が国の「S+3E※」の実現に大きく寄与するエネルギー

※S＋3E： 「安全性(Safety)」
「安定供給(Energy Security)」
「経済効率性(Economic Efficiency)」
「環境適合(Environment)」

①家庭・産業・地域を支える高効率な分散型エネルギー ②常に安定的に供給可能なエネルギー

③災害に極めて強いエネルギー ④クリーンなエネルギー



２．LPガス産業 2050ミッション/2030アジェンダ 2025年度の振り返り 5

2025年度は、第7次エネルギー基本計画を具体化する、初年度であった。

日本LPガス協会は、このタイミングでLPガス業界の皆様にご協力いただき、「LPガス産業
2050ミッション」「2030アジェンダ」を策定、公表。

環境性

災害レジリエンス対応力

安定調達・供給可能

分散型エネルギー

安定調達・供給体制の維持

国家・民間備蓄水準の維持
緊急時の対応整備

避難所等への備蓄強化
発電機・GHPの併設

商慣行の是正

グリーンLPガスの社会実装
(2030年代)

カーボンクレジット活用
rDME混合LPガスの推進

LPガスの強み（特徴） LPガスの政策

【第7次エネルギー基本計画(2025年2月)】

2050ミッション

2030アジェンダ

2025年11月発表



2．LPガス産業 2050ミッション/2030アジェンダ 構成 6

2050ミッション

2030アジェンダ

LPガス産業が目指す「あるべき姿」
＝『お客様・社会との約束』

2050ミッションを実現するため、
今後5年間における具体的な
「実⾏計画、⾏動指針」

2050ミッション／2030アジェンダでは、LPガス産業が持続可能な産業として「あるべき姿」
「取り組むべき施策」を取りまとめた。

ダウンロード先︓
https://www.j-lpgas.gr.jp/mission_agenda/index.html



2. 2050年に向けた3つのミッション 7



２．2030年に向けた6つのアジェンダ 8

LPガス産業 2030アジェンダ 〈2050ミッション達成のための5年間の実⾏計画〉

LPガス産業 2050ミッション 〈お客様・社会との約束〉



３-(1) LPガスの需要・供給 国内需給の推移 9

2024年度までのLPガスの需要と供給は年率▲1.6～1.7%程度で減少。需要が1,200万トンを
割り込む中、供給は製油所の国内生産量が大きく減少、輸入量は1,000万トン程度を維持している。

6,089 5,932 5,718 5,697 5,693 

2,691 2,639 2,752 2,626 2,494 

551 538 509 482 451
1,312 1,599 1,504 1,391 1,472 

1,893 2,020 1,919 1,718 1,732 

(10,302) (10,896) (10,374) (10,392) (10,139)

(2,287) (2,005) (1,790) (1,538) (1,618)

化学原料⽤
都市ガス⽤
⾃動⾞⽤
産業⽤

家庭業務⽤

輸入

国内生産

11,84211,91412,40212,72812,536demand

11,75711,93012,16412,90112,589supply
出所︓経済産業省(石油製品需要想定検討会) ,日本LPガス協会

FY2025FY2024FY2023FY2022FY2021

※ FY2025の需要は、実勢値（上期実績＋下期⾒通し）

▲1.41%/年
(‘25/’21)

▲1.69%/年
(‘25/’21)

▲8.29%/年
(‘25/’21)

▲0.40%/年
(‘25/’21)

過去4年間のLPガス国内需要は年率▲1.41%で減少し、2025年度は1,184万トンと2年
連続で1,200万トンを割り込む。

このような中で、供給側は国内生産の減少に対し、輸入量は1,000万トン強を維持。



３-(1) LPガスの国内需要 実績と⾒通し
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(千トン)

FY24   25   27   30

出所︓経済産業省(石油製品需要想定検討会) ,日本LPガス協会

30/25
(年率)

30/25
(対比)

FY2030
(⾒通し)

FY2027
(⾒通し)

FY2025
(実勢)

FY2024
(実績)年度

▲1.70%▲8.2%5,2245,4945,6935,697家庭業務⽤
▲1.32%▲6.4%2,3342,4232,4942,626産業⽤
＋0.96％+4.9%1,5441,5011,4721,391都市ガス⽤
▲4.51%▲20.6%358416451482⾃動⾞⽤
▲2.03%▲9.8%1,5631,6361,7321,718化学原料⽤
▲1.42％▲6.9%11,02311,47011,84211,914合計

【LPガスの国内需要（実績／⾒通し）】 (千トン)

24   25   27   30 24   25   27   30 24   25   27   30 24   25   27   30

2025年度のLPガス需要の内訳をみると、・都市ガス用は増加、最も需要の大きい家庭業務用
は横ばいであったが、産業用が大きく落ち込み、前年度比▲0.6％の微減。

20３０年度にかけては、都市ガス増熱用を除き減少傾向、総量で▲6.9％、年率▲1.42％の
見通し。

10

▲0.6％

→



３-(1) LPガスの輸入元

2013年以降、中東依存度は大きく低下し米国にシフト。2020年以降はカナダ（西海岸）・豪州
への分散が進展。2025年度の中東シェアは１％未満。

我が国のエネルギー安全保障という課題に対し、LPガスはリスク低減を実現。

出所︓日本LPガス協会

【日本のLPガス輸入シェアの推移】

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%
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出所︓日本LPガス協会
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93.2％

2.3％

3.4％
0.8%



３-(1) LPガスと地政学的リスク 12

喜望峰周りルート

スエズ運河経由ルート

パナマ運河経由ルート

★
スエズ運河 ★ ホルムズ海峡

★
マラッカ海峡

南シナ海
★

★
パナマ運河

★︓チョークポイント
（地政学的に重要な海上⽔路）

我が国におけるLPガスの輸入調達は、地政学リスクが低く、かつ航海ルートが短い環太平洋の友好
国が大半を占める。

LPガスは、調達面からも政府の掲げるエネルギー安全保障に合致する、宝のようなエネルギー。

【航路と航海日数⽐較(日数は片道)】
※運河の待機日数は勘案せず。9 日オーストラリア

10 日カナダ(⻄海岸)

18 日中東

30 日アメリカ(パナマ運河経由)

41 日アメリカ(スエズ運河経由)

45 日アメリカ(喜望峰周り)



３-(2) LPガスの災害レジリエンス対応⼒ 国内備蓄体制とサプライチェーン維持

電源⾞を基地の受電設備に接続 搭載された発電機から電⼒供給

備考備蓄量区分

輸⼊量の50日分以上1,393 千トン国家備蓄

輸⼊量の40日分以上1,059 千トン⺠間備蓄(法定分)

対象法律︓「石油の備蓄の確保等に関する法律」(2026年3月末時点)
福島国家備蓄基地及び⺠間隣接基地

有事には地域内で連携、被災地域へLPガスを供給供給連携計画の策定︓地域間連携

通⾏制限された道路をタンクローリー等で横断するための事前整備指定公共機関の取得︓交通路確保

有事に供給不安が生じた際は、日本LPガス協会会員間で相互支援相互支援協定の締結︓元売間支援

訓練風景

⻘森
新潟

千葉
川崎

四日市

福島

七尾

電源⾞配備
電源⾞受電設備

配置図

【備蓄体制】 国家・⺠間がそれぞれ常時備蓄を保有、更に消費者各⼾に軒下在庫あり

【電源⾞の配備】 特定の基地では、系統電源の喪失時にも電源⾞からの給電により復旧が可能

【有事に備えた連携体制】 国内物流においては、常に供給を絶やさぬ体制を構築

引き続き、平時から災害時に至るまで、常に安定供給可能な体制を確保。

消費者(一般家庭)
各⼾に

使用量約30日分の
軒下在庫

13



３-(2) 避難所となる小中学校体育館等へのLPG仕様GHPの導入状況
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2017年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

LPガス仕様GHP(単年) LPガス仕様GHP(累積)

2018年度以前

（棟）

約140

【LPガス仕様GHP設置件数（棟数）（メーカー4社出荷データより）】

メーカーの出荷データ整備後（2019年度は3社のみ） 494棟メーカーの出荷データなし
出所︓GHPコンソーシアム

2025年度
⾒込

年700棟

累積
1,334棟

14

小中学校体育館等におけるLPガス仕様GHP（ガスヒートポンプ：ガス仕様の冷暖房機）の累積
設置棟数は、メーカー出荷ベース推計で2024年度634棟（校）に対し、2025年度見込
1,334棟と倍増。



３-(2) 避難所となる小中学校体育館等へのLPG仕様GHPの導入状況

空調設備設置済みの小中学校体育館等のうち、LPガス仕様のGHPは2025年度末に18％程度
まで大きく拡大した模様。しかしながら、シェアはまだ2割未満。

文部科学省の掲げる2035年度空調設置目標達成のためには、今後10年間で避難所指定校分
だけでも21,150校（棟）、毎年２千校強の空調機導入が必要。

レジリエンス対応に最適な「LPガス仕様GHP」のますますの普及加速が重要。

634 
8.8%

3,190 
44.1%

3,412 
47.2%

LPガス仕様 GHP
2025年度末：1,334棟・18％程度
（1,334棟÷空調設置総数7236棟）

都市ガス仕様 GHP

大型循環送風機

その他
スポットクーラー

電気式エアコン（EHP）

体育館等
空調設備
設置棟数

(2025年５月)

7,236棟

出所︓GHPコンソーシアム／日本LPガス協会

文部科学省の空調整備目標実現に必要な整備数（2026～2035年度）

23,002棟（毎年2,300校設置が必要）
うち避難所指定校分

21,150棟（毎年2,115棟設置が必要）

【小中学校体育館等への空調設備設置状況機種別内訳】
2024年度末（メーカーデータ等から推計）

15

2024年度末



３-(2) 指定避難所へのLPG仕様非常用発電機+GHP導入の必要について

内閣府が掲げる、指定避難所への非常用発電設備100％導入を実現するためには、今後10年間で
４５,369施設、毎年約４,５００施設への導入が必要。

導入済み施設のうち、LPガス仕様設備導入は220施設、シェアはわずか0.6％。

地域の災害レジリエンス強化のためには、災害対応バルク導入補助を一層強化し、公共の指定避難所
向けを含めたLPガス仕様の「災害対応バルク＋非常用発電機＋GHP」の導入推進が重要。

現在未整備施設すべてに2035年度までに装備する
場合、（2026～2035年度）

計45,369施設（毎年約４,５00施設設置）

■LPガス 災害対応バルク

・2024年度時点で公的避難所導入は、220施設・
0.6%。（出所：エルピーガス振興センター）

・導入が加速している学校体育館においては、現在
新規の導入の1/3がLPガス仕様。

指定避難所数
（小中学校体育館を含む）

82,820施設

非常用
発電設備あり

３７,４５１施設
（４５.2％）

非常用
発電設備なし

３２,２１１施設
（３８.９％）

非常用発電設備はある
が発電能力が小さい

13,15８施設（１５.9％）

16



３-(3) LPガスの需要開発︓燃料転換・⾼効率給湯器の普及拡⼤ 17

LPガス業界では、LPガスの需要開発のために、「燃料転換」の推進と、「GHP」「家庭用燃料
電池（エネファーム）」「家庭用高効率給湯器（エコジョーズ／ハイブリッド給湯器）」の普及拡大を
推進。

これらの普及拡大により、2035年度までにCO2換算160～210万トン削減を実現。
（499万トンの削減ポテンシャルあり）。



３-(3) 新たな需要開発例 施設園芸

産業分野全体の
A重油使⽤量

年間360万kl

農業
(施設園芸)における
A重油使⽤量

年間126t万kl
↓

CO2排出量
年間380万t

CO2排出量
最⼤で

年間77万t※

削減可能

A重油設備すべてを
⾼効率なLPガス設備に

燃料転換した場合

2035年度までに
47万t削減

※日本LPガス協会試算

※最新の⾼効率機へ
更新することにより、
2割以上の削減効果あり

【LPガスへの燃料転換によるCO2削減効果】

CO2排出係数(g-CO2/MJ)
70.7

59.7

A重油 LPガス
（プロパン）

CO2 △16％削減

18

少子高齢化の進行に対し、業界として新たな分野でのLPガス需要の開発が不可欠。

例えば、施設園芸分野における燃料転換は、LPガス需要を支える地方部の需要開発とCO2
削減に繋がる有望な分野。

経年劣化したA重油機 LPガス機へ燃料転換



３-(4) LPガスのカーボンニュートラル対応 CN化に向けたロードマップ（2025年10月更新） 19



参考）LPガスのCN化に向けた今後のロードマップの改訂について 20

①足元のLPガス消費量の修正
・1,400万tから1,199万ｔへ修正

②LPガス将来消費量の見直し
・燃料転換の推進を想定し、2050年の

LPガス消費量を約800万tから約930
万tへ引き上げ（LPガス業界の意志）

LPガス数量の見直しに伴い、2035年の
CO2削減量へ変更（16％相当は変わらず）

③個別施策の目標数量内訳に幅を
設定（総量は変わらず）

【2024年3月公表ロードマップ】 【今回（2025年10月）の改訂点】



３-(4) グリーンLPガスの国内生産 国内技術開発概要

国内では現在、9つのグリーンLPガス開発プロジェクトが進行。

合成技術面では炭素鎖積上げ型と分断型に、原料面ではリサイクルCO₂・再生可能H₂由来の
合成LPガスと、生物由来のバイオガスからのバイオLPガスに分かれる。

21

リサイクルCO2
＋再生可能H2
（合成ガス）

フィッシャー・トロプシュ
（FT）合成

バイオ原料

日本グリーンLPガス推進
協議会（推進協）／

北九州市⽴⼤学
推進協／産総研／

NEケムキャット
（NEDO事業）

ENEOSグローブ
（NEDO事業）

古河電工
（GI基⾦）

クボタ
（環境省事業）

⾼知県
（環境省事業）

DME
（ジメチルエーテル）

／メタノール経由

レトロアルドール反応

炭素鎖（-C-）を
積み上げて作る

（炭素合成）

炭素鎖（-C-）を
切って作る

（グルコース/フルクトース）

合成の考え方 反応経路 研究チーム 原料

広島⼤学
（広島ガス共同研究） アンモニア分解H2

カナデビア/産総研

【グリーンLPガス 国内技術開発概要】

エチレンtoプロピレン
（ETP）反応 iPeace223



３-(4) グリーンLPガス国内開発事例① 日本グリーンLPガス推進協議会(推進協)関連 22

北九州市立大の開発では5～10kg/日クラスの実証試験装置の運転試験中。

次ステップである製造量100kg/日クラスのプラントに向けて収率向上、反応条件・設備条件
などのデータ収集を実施中。あわせて事業化に向けたFSも開始予定。

北九州市と⼟地の
賃貸借契約締結

23年 6月

建屋竣工24年 3月

試運転（装置課
題の解決・調整）

９月

触媒を投⼊した試
運転を開始

11月

【現在の取り組み】

(A)大型試験装置によるCO2/H2から
メタノール/DMEを⾼収率に合成する
ための触媒・プロセス開発

(B) DMEからの合成により⾼いプロパン
選択率を得られるためのゼオライト触媒・
反応プロセスの開発

H2

CO2

メタノール DME

プロパン
(C3H8)

ブタン
(C4H10)

⇅

(A) (B)

⾒学可能



 GI基金（NEDO事業）を活用し、バイオ原料等をもとに、革新的な触媒プロセス開発によりグリーン
LPガス製造を目指す。

 2024年8月、北海道鹿追町にて、ベンチプラント（年200～300t製造）を建設開始、2026年度
後半より製造予定。2027年度以降、ベンチプラントを用いて年1,000t製造を目指した実証を
開始し、2030年度までに技術実証を完了させる予定。

３-(4) グリーンLPガス国内開発事例② 古河電工

出所︓古河電工（経済産業省への提出資料）

23

北海道⿅追町 古河電工 アストモスエネルギー／岩谷産業



３-(4) rDME混合LPガスの実用化検討について 24

●グリーンLPガス推進官民検討会（官民検）の
傘下の「ｒDME混合LPガスの実用化検討
WG」 にて実用化を検討。

●具体的には、経済産業省「令和7年度 標準
開発FS調査補助事業」にて、以下の初動作業
を実施。

１.燃焼試験による安全性検証、規格検討
（ガスこんろ）

6種のガスコンロの試験にて、rDME混合⽐率
15%及び20％で、一定の条件のもと安全性
が検証された。

２.rDME混合LPガスの炭素強度（CI値）の算定、
低炭素化効果の検証

2030年に生産されるrDMEの⾼い低炭素
性が検証され（LPガスの約4割のCI値）、
rDME20％混合LPガスにおいても、環境価値
を創出できることがわかった。

【2025年度の取り組み】【検討の背景】



３-(4) rDME混合LPガスの実用化検討 2026年度以降の作業について

家
庭
用
機
器

工
業
用
・業
務
用
機
器

そ
の
他

消費機器 供給機器 等 貯蔵・配送設備

ガスコンロ

暖房機
衣類乾燥機

床暖房
エネファーム 等

小型貫流ボイラ
GHP

マイクロコージェネ設備
施設園芸用加温機・GHP

等

自動車（オートガス）
舶用燃料

都市ガス混合 等

メーター
圧力調整器

ガス栓
ホース

フレキ管
ガス栓／各種キャップ・

カバー 等
（ガス漏れ警報器）

上記に用いるゴム素材等

各種工業用・業務用
機器の供給機器

各供給機器

基地・充填所設備、
配管、機器 等

シリンダーボンベ
バルク
タンク

タンクローリー

【
用

途

】

【使用場所】2025年度
ガスコンロ6機種の安全性試験

2026年度
作業

2025年度
作業

給湯器

使
い
勝
手
等

【今後の検証作業スコープ（案）】 ※関係者と検討中

25



203020292028202720262025
ｋ

３-(4) rDME混合LPガス及びグリーンLPガス 実用化に向けたスケジュールイメージ

燃焼試験・安全性 基本試験
こんろ→供給機器／給湯器／業務⽤機器等

実証試験

事業モデル設計
サプライチェーン設計・検証／混合率・
供給先設定／事業参画者設定等

事業構築

実用化に
向けた

各種準備

実用化

30年〜
供給

32年頃〜
供給

28年頃
投資

意思決定
rDME量産製造準備

環境
ガイド

ライン案

rDME品質安全基準作成

初期＜例＞
・限定市場
・低混合率
(〜10％）

量産期＜例＞
・対象市場拡⼤
・混合率向上
(10％〜）

環境価値
基準作成

メーカーによる追加/個別試験

基本試験

国際規格化
成分検査／LPガス基準⾒直し案等

設備投資／
サプライチェーン構築等

現場での
供給試験

国内規格化
業界規格／JIS化等 WLGA連携／ISO化等

CI値確定／PCR作成等

環境価値に対応した
支援制度の検討

国内認証・運用
体制構築

事業化

製造

品質安全
基準

環境価値
基準
rDME/
グリーン

LPガス共通

rDME初期製造準備

実用化

グリーンLPG量産製造（各PJ順次）

国内規格化
業界規格／JIS化等 国際規格化

WLGA連携／ISO化等

29年〜
運用

（年度）

ｒ
Ｄ
Ｍ
Ｅ
混
合
Ｌ
Ｐ
ガ
ス

グ
リ
ー
ン
Ｌ
Ｐ
ガ
ス 28年頃

投資
意思決定

サンプル出荷（各PJ順次）

グリーンLPG品質安全基準作成
成分検査／LPガス基準⾒直し案等

 rDME混合LPガスについては、2030年の実用化に向けた量産・事業化の投資意思決定ができるよう、各種の検
証と整備を滞りなく遂行。

 グリーンLPガスについても、量産に時間がかかる中、rDMEと共通化した環境価値基準づくり、サンプル品による
品質安全基準づくり等を先行させ、速やかに投資意思決定が可能な環境整備を実現。

品質安全
基準

製造

CI値試算

26



まとめ 27

安定供給の
堅持

災害
レジリエンスの

強化

需要開発等
による

成長実現

カーボン
ニュートラル化
の着実な推進

LPガス産業は持続可能な産業として、
「2050ミッション」の実現に向けた取り組みを、

今後も進めて参ります。

LPガス
||

宝のようなエネルギー



28

日本LPガス協会
https://www.j-lpgas.gr.jp

お問い合わせ先︓03-3503-5741

ご清聴、有り難うございました。



参考資料）LPガスの物性、環境性能 29

A重油
（C10～20）

灯油
（C9～15）

DME
（CH3OCH3）

プロパン
（C3H8）

メタン
（CH4）

水素
（H2）

液体液体気体気体気体気体常温での状態

38.936.565.099.139.812.8
高位発熱量
気体：MJ/N㎥
液体：MJ/L

300以上
150～
320

▲25▲42▲162▲259
大気圧での沸点

℃

ーー1.591.520.560.07
ガス比重

（空気＝１.0）

70.8468.6060.4559.5550.860
CO2排出係数

g-CO2/MJ

◎◎〇◎◎×
既存インフラ

の活用

㎥当たりの発熱量が水素に比べ約8倍、メタンに比べ２倍以上も高い上、液化が容易で可搬性や
貯蔵性に優れる等の利点を有する。

天然ガス（メタン）に近い環境特性を有するLPガスは、A重油や灯油に比べ同一熱量でCO2排出量
抑制が可能。


